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図 1-1  Research model 
出所：Han,Porterfield and Lie（2012） 
 
図 1-1では、説明変数が多いほど、受託製造について説明できることがわかった。H1に









Supplier Industry Competition 
サプライヤー（納入業者） 
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このうち医療給付費は、37 兆円（窓口負担分を除いた金額）を占めている（図 2-2）。 
 
 




厚生労働省より発表された「国民医療費の概況」によれば、2015 年度（平成 27 年度）の
国民医療費は 42 兆 3,644 億円で前年度の 40 兆 8,071 億円に比べ 1 兆 5,573 億円、3.8％の
増加となっている（表 3-1）。また人口一人当たりの国民医療費は 2005 年~2015 年の 10 年
間で 7 万４千円も増加している（図 2-3）。 
 










年～2015年から 2005年～2015年の 10年間を抜粋し、枠線と矢印線を追加した） 
 
 
図 2-3 国民医療費の状況 


















働省は 2020年までにジェネリック医薬品の占める割合を 80％にする計画である（図2-4）。 
 
 
図 2-4 日本におけるジェネリック医薬品の使用促進推移 
出所：日本ジェネリック製薬協会（2015）を一部加筆（グラフ中に説明文を挿入） 
 



























 一般医薬品のネット販売ルール等を定めた「薬事法」が 2014 年 6 月 12 日に施行され、
第 1 類と第 2 類医薬品のネット販売が正式に解禁となった。これまで第 3 類以外のネット




は原則 3 年間の対面販売が必要なため、ネット販売を行うことは出来ない。「アレグラ FX」
「アレジオン 10」「コンタック鼻炎 Z」等である。 







薬局が 86.6％と約 9 割近くを占めている。3 年前の調査と変わっていなかったが、今後も
ネット販売は増加していくものと考えられる。 
第 1 類医薬品の販売通販サイト例としては、以下のようなものがある。 
28 
 
・ケンコーコム 2014 年 5 月 30 日から薬剤師が 24 時間リアルタイムで問診を行う「薬剤
師ライブ」というサービスを始めた。 


















図 2-5 医療用医薬品世界売上上位 100品目の国別起源比較（2016） 
出所：厚生労働省（2017）「革新的医薬品・医療機器創出のための官民対話について」 
 


















































ム製剤のセルタ錠（武田薬品）とバイコール錠（バイエル社）の併売は、1999 年 3 月に製




販売実績は約 320 億円(2000 年度、薬価ベース金額)であり、推定患者数は約 53 万人であ























場は、およそ 42 兆円といわれ、日本の 6 倍と巨大な市場である。日本との大きな違いは、
薬価制度が異なっていることである。日本のように国が薬価を決めるのではなく、薬価も製
薬企業各社が自由に設定できる。 








































































2007 年 6 月の「経済財政改革の基本方針 2007」によれば「平成 24（2012）年度までに
ジェネリック医薬品のシェア（数量ベース）を 30％以上にする」という数値目標を策定し
た。そして 2007 年 10 月、厚生労働省は、ジェネリック医薬品に関する安定供給・医薬品
確保・情報提供などの充実・向上と使用促進を図るための「後発医薬品の安心使用促進アク
ションプログラム」を策定した。 
このアクションプログラムを策定した 2007 年度、ジェネリック医薬品の使用率は 17％













表 2-2 後発医薬品（ジェネリック医薬品）の例 
 
出所：厚生労働省(2015) 「医薬品産業強化総合戦略」 (参考資料)、佐藤薬品工業株式会社 




図 2-10 医薬品メーカーのバリューチェーンと受託ビジネス 
出所：厚生労働省(2015) 「医薬品産業強化総合戦略」 (参考資料)、佐藤薬品工業株式会社 
奈良県製薬薬剤師会 第 10 期製薬技術研修会資料「第 9 回 受託事業はどうしたら
よいのか？」 
研究

































































武田テバは、武田薬品工業とテバファーマスーティカル・インダストリーズが 2016 年 4
月 1 日に設立した合弁会社である。主にジェネリック医薬品を扱う武田テバファーマと武





図 2-12 各国の後発医薬品のシェア(数量ベース、年平均値） 
出所：厚生労働省（2016）「各国の後発医薬品の数量シェア」の数値データを基にグラフを筆者作成 
 
 各国のジェネリック（後発医薬品）のシェアは、1 位はアメリカで 92％を占め、2 位はド
イツ 85％であり、3 位はイギリスの 75％と高い比率をしめている。日本は 7 か国のうちの









































かる。一方インドのジェネリック版であれば、年間 2500 米ドルである。インドの 2/3 の人
口は 1 日 2 米ドル以下で暮らしている。インドは毎年ジェネリック医薬品を 1 兆円輸出し
ている。インドと中国を合わせて、アメリカで使われているすべての薬の有効成分の 80％
以上製造している。 








が出来る。古い薬のマイナーチェンジに多額のお金が支払われている。たとえば、1 日 2 回
から 1 回に服用方法を変えることによって新しい特許を得ているが、ほとんどが、患者の
利益になっていない。 






















する協定」（TRIPS 協定）によれば、インドを含む WTO 加盟国に医薬品の特許を認めるよ
うに義務づけているが、低開発国に富裕国並みの特許制度を義務づける規定はない。WTO
の協定では、各国の国内事情を考慮して、特許の可否を決定する裁量権が認められている。























ると回答した医師が、半数以上に上っている（回答者数 577 人）（表 2-3）。つまり、ジェネ
リック医薬品が医師から信頼されていないことが分かる。 
 
































表 2-4 ジェネリック医薬品に対する臨床医師の信頼度（調書） 
 
出所：筆者作成 調査対象医師：12 名、2017 年 12 月筆者インタビュー調査実施 
 
表 2-5 製造承認申請に際して添付すべき資料の一覧 
 
出所：厚生労働省（2005）「医薬食品局 通知 薬食発第 0331015 号 医薬品の承認申請について」














1 起源又は発見の経緯 ○ ×
2 外国における使用状況 ○ ×
3 特性及び他の医薬品との比較検討等 ○ ×
1 構造決定及び物理的化学的性質等 ○ ×
2 製造方法 ○ △
3 規格及び試験方法 ○ ○
1 長期保存試験 ○ ×
2 過酷試験 ○ ×
3 加速試験 ○ ○
1 効力を裏付ける試験 ○ ×
2 副次的薬理・安全性試験 ○ ×
3 その他の薬理 △ ×
1 吸収 ○ ×
2 分布 ○ ×
3 代謝 ○ ×
4 排泄 ○ ×
5 生物学的同等性 × ○
6 その他の薬物動態 △ ×
1 単回投与試験 ○ ×
2 反復投与試験 ○ ×
3 遺伝毒性 ○ ×
4 がん原性 △ ×
5 生殖発生毒性 ○ ×
6 局所刺激性 △ ×


































































































薬価 1 錠 115.0 円 





































後 3 年経過後は約 5 割を維持しているといわれている。つまり、医療機関の処方箋は変わ
らない。ただし薬局側においては高納入価のため、ジェネリック医薬品に変更する場合があ
る。 




















表 2-6 先発医薬品におけるオーソライズドジェネリックとジェネリック医薬品の比較分析 
 オーソライズドジェネリック 一般的なジェネリック 
有効成分 同一 同一 
原薬 同一 異なる場合がある 
添加物 同一 異なる場合がある 
製法 同一 異なる場合がある 
製造工場 同一でない場合がある 異なる場合がある 
























表 2-7 オーソライズドジェネリックの一覧表（2017年 7月時点） 
先発医薬品名 薬価 AG 名 薬価 
先発品との 
薬価差 
アレグラ錠 60mg 64.9 フェキソフェナジン塩酸塩錠 60mg「SANIK」 34.4 30.5 
アレグラ錠 30mg 51.1 フェキソフェナジン塩酸塩錠 30mg「SANIK」 26.7 24.4 
イミグラン錠 50 763.9 スマトリプタン錠 50mg「アスペン」 329.8 434.1 
エカード配合錠 HD 128.3 カデチア配合錠 HD「あすか」 64.2 64.1 
エカード配合錠 LD 67.3 カデチア配合錠 LD「あすか」 33.7 33.6 
エックスフォージ配合錠 105.5 アムバロ配合錠「サンド」 43.7 61.8 
オルメテック OD 錠 40mg 171.5 オルメサルタン OD 錠 40mg「DSEP」 84.6 86.9 
オルメテック OD 錠 20mg 112.8 オルメサルタン OD 錠 20mg「DSEP」 56.4 56.4 
オルメテック OD 錠 10mg 59.3 オルメサルタン OD 錠 10mg「DSEP」 29.6 29.7 
オルメテック OD 錠 5mg 31.5 オルメサルタン OD 錠 5mg「DSEP」 15.6 15.9 
キプレス錠 10mg 203.5 モンテルカスト錠 10mg「KM」 101.8 101.7 
キプレス錠 5mg 153.8 モンテルカスト錠 5mg「KM」 76.8 77.0 
クラビット錠 500mg 415.7 レボフロキサシン錠 500mg「DSEP」 169.9 245.8 
クラビット錠 250mg 234.2 レボフロキサシン錠 250mg「DSEP」 94.4 139.8 
クラビット細粒 10% 108.0 レボフロキサシン細粒 10%「DSEP」 60.3 47.7 
クレストール錠 5mg 121.3 ロスバスタチン錠 5mg「DSEP」 60.7 60.6 
クレストール錠 2.5mg 63.1 ロスバスタチン錠 2.5mg「DSEP」 31.6 31.5 
コディオ配合錠 EX 107.7 バルヒディオ配合錠 EX「サンド」 53.9 53.8 
コディオ配合錠 MD 106.5 バルヒディオ配合錠 MD「サンド」 53.3 53.2 
サンドスタチン皮下注用 100μg 2800.0 オクトレオチド酢酸塩皮下注 100μg「サンド」 1400.0 1400.0 
サンドスタチン皮下注用 50μg 1546.0 オクトレオチド酢酸塩皮下注 50μg「サンド」 773.0 773.0 
シングレア錠 10mg 203.5 モンテルカスト錠 10mg「KM」 101.8 101.7 
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シングレア錠 5mg 153.2 モンテルカスト錠 5mg「KM」 76.8 76.4 
ゾメタ点滴静注 4mg/5mL 28075.0 ゾレドロン酸点滴静注 4mg/5mL「サンド」 13206.0 14869.0 
ソリタ-T1 号輸液 200mL 136.0 YD ソリタ-T1 号輸液 200mL 128.0 8.0 
ソリタ-T1 号輸液 500mL 156.0 YD ソリタ-T1 号輸液 500mL 131.0 25.0 
ソリタ-T3 号輸液 200mL 134.0 YD ソリタ-T3 号輸液 200mL 123.0 11.0 
ソリタ-T3 号輸液 500mL 141.0 YD ソリタ-T3 号輸液 500mL 121.0 20.0 
ソリタ-T3 号 G 輸液 200mL 143.0 YD ソリタ-T3 号 G 輸液 200mL 126.0 17.0 
ソリタ-T3 号 G 輸液 500mL 141.0 YD ソリタ-T3 号 G 輸液 500mL 125.0 16.0 
ティーエスワン配合 OD 錠 T25 680.6 エスワンタイホウ配合 OD 錠 T25 372.5 308.1 
ティーエスワン配合 OD 錠 T20 564.7 エスワンタイホウ配合 OD 錠 T20 279.6 285.1 
ディオバン錠 160mg 194.1 バルサルタン錠 160mg「サンド」 53.1 141.0 
ディオバン錠 80mg 99.6 バルサルタン錠 80mg「サンド」 39.6 60.0 
ディオバン錠 40mg 53.5 バルサルタン錠 40mg「サンド」 21.1 32.4 
ディオバン錠 20mg 29.6 バルサルタン錠 20mg「サンド」 11.4 18.2 
ディナゲスト錠 1mg 475.5 ジエノゲスト錠 1mg「モチダ」 198.1 277.4 
ディナゲスト OD 錠 1mg 475.5 ジエノゲスト OD 錠 1mg「モチダ」 198.1 277.4 
パキシル錠 20mg 160.7 パロキセチン錠 20mg「アスペン」 45.9 114.8 
パキシル錠 10mg 92.3 パロキセチン錠 10mg「アスペン」 37.9 54.4 
パキシル錠 5mg 52.6 パロキセチン錠 5mg「アスペン」 13.5 39.1 
バルトレックス錠 500mg 405.6 バラシクロビル錠 500mg「アスペン」 188.8 216.8 
バルトレックス顆粒 50% 422.1 バラシクロビル顆粒 50%「アスペン」 240.6 181.5 
プラビックス錠 75mg 201.2 クロピドグレル錠 75mg「SANIK」 90.9 110.3 
プラビックス錠 25mg 80.3 クロピドグレル錠 25mg「SANIK」 36.4 43.9 
ブロプレス錠 12mg 193.6 カンデサルタン錠 12mg「あすか」 82.7 110.9 
ブロプレス錠 8mg 126.3 カンデサルタン錠 8mg「あすか」 70.1 56.2 
ブロプレス錠 4mg 65.0 カンデサルタン錠 4mg「あすか」 36.1 28.9 
ブロプレス錠 2mg 35.0 カンデサルタン錠 2mg「あすか」 18.6 16.4 
ミカムロ配合錠 BP 178.1 テラムロ配合錠 BP「DSEP」 89.1 89.0 
ミカムロ配合錠 AP 117.4 テラムロ配合錠 AP「DSEP」 58.7 58.7 
ミカルディス錠 80mg 174.8 テルミサルタン錠 80mg「DSEP」 69.0 105.8 
ミカルディス錠 40mg 115.0 テルミサルタン錠 40mg「DSEP」 46.0 69.0 
ミカルディス錠 20mg 60.9 テルミサルタン錠 20mg「DSEP」 24.4 36.5 
ミコンビ配合錠 BP 178.9 テルチア配合錠 BP「DSEP」 89.5 89.4 
ミコンビ配合錠 AP 122.3 テルチア配合錠 AP「DSEP」 61.2 61.1 
ムコスタ錠 100mg 14.6 レバミピド錠 100mg「オーツカ」 9.9 4.7 
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ユーゼル錠 25mg 2264.9 ホリナート錠 25mg「タイホウ」 925.6 1339.3 
ユニシア配合錠 HD 125.6 カムシア配合錠 HD「あすか」 62.1 63.5 
ユニシア配合錠 LD 125.6 カムシア配合錠 LD「あすか」 62.1 63.5 
ロイコボリン錠 25mg 2229.8 ホリナート錠 25mg「タイホウ」 925.6 1304.2 
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山平野の中央に富山市を配し、10 市 4 町 1 村で富山県を形成している。 
 富山県医薬品産業の代表的な産地である市町村の現状を整理したものが表 3-1 である。 
 
表 3-1 市町村別事業所数、従業者数、製造出荷額等（従業者 4人以上の事業所） 








富山県 1,061,393 395,612 2,717 124,328 367,704,902 
富山市 418,142 165,746 793 42,109 125,504,444 
高岡市 171,588 64,642 505 15,541 40,714,895 
魚津市 42,556 15,889 106 4,051 13,834,562 
氷見市 47,293 16,276 119 3,914 8,052,062 
滑川市 32,642 11,905 114 6,870 33,633,234 
黒部市 40,823 14,918 113 10,448 19,996,061 
砺波市 48,761 16,448 151 5,517 20,374,263 
小矢部市 30,043 9,554 134 4,948 7,420,005 
南砺市 50,660 16,765 213 7,975 22,084,710 
射水市 91,999 32,540 251 12,481 49,352,233 
舟橋村 2,973 918 5 185 344,946 
上市町 20,705 7,489 56 3,090 8,052,474 
立山町 26,161 9,277 75 3,224 7,481,307 
入善町 25,111 8,705 63 3,264 9,460,967 
朝日町 11,936 4,540 19 711 1,398,739 
出所：人口，世帯数は総務省（2015 年）「平成 27 年 国勢調査人口速報集計結果」より 
製造業事業者数、従業者数、製造品出荷額等は富山県（2016 年）「工業統計調査 





富山県の製造品出荷額は 1 位が医薬品製剤製造業、2 位は金属製サッシ・ドア製造業、3
位がその他の電子部品・デバイス・電子回路製造業となっており、産業細分類の上位 5 産業
で全体の 28％を超えている（表 3-2）。 
 










富山県（2016 年） 2,717 124,328 367,704,902  
1652 医薬品製剤製造業 54 8,758 45,961,619 12.5% 
2443 金属製サッシ・ドア製造業 105 8,663 19,856,975 5.4% 
2899 その他の電子部品・デバイス・電子回路製造業 30 4,095 14,032,421 3.8% 
3113 自動車部分品・付属品製造業 59 4,605 12,962,143 3.5% 
2664 機械工具製造業(粉末や金業を除く) 10 2,817 11,762,087 3.2% 
出所：富山県（2016）「工業統計調査 平成 28 年 富山県の工業 11．産業・品目別の状況
（従業者４人以上の事業所）」の数値データに基づき表を筆者作成 
注：事業所数が 1 または 2 の産業、関連秘匿値の産業は除外している 
 
 富山県における若年者（15～34歳）の正規雇用率は 79.2％で全国 1位（全国平均 64.7%）、
全世代の正規雇用率は 61.7％で全国 2 位（全国平均 61.8％）である。2016 年 3 月大学新卒
の就職率は 98.2％と、前年度の 97.2％より着実に伸びている。 
 県庁所在地である富山市の家計実収入は 629,591 円と全国 2 位、その内、可処分所得は
530,185 円と全国 1 位となっている（二人以上の労働者世帯の１か月の実収入）。富山県の
物価は東京の約 9 割であることからも、富山県の暮らしは豊かであるといえよう。（富山県
商工労働部,2016，総務省,2012，総務省,2014，総務省,2015，富山労働局,2016） 
 富山県では建設用・建築用金属製造業に従事する者が 11,429 人と一番多く、全体の 9.6％
を占めている。次いで多いのは医薬品製造業で 10,510 人である。これは全体の 8.8％であ







図 3-1 富山県産業中分類別従業員数 






図 3-2 富山県産業分類別製造品出荷額 


















































「薬事工業生産動態年報」によれば、富山県の医薬品生産額は、2005 年の 2,636 億円か
ら 2009 年には約 5,735 億円と好調に推移し、2010 年に約 4,737 億円と一旦減少に転じた。
2010 年は薬価引き下げ、大手医薬メーカーからの受託減少（インフルエンザの流行が少な
かった）の影響が大きく、富山県だけでなく全国的にも生産額は減っていた。2011 年は前
年比＋21.5％の約 5,754 億円と再び増加した。 
2015 年度の全国に占める富山県の医薬品生産額構成比は 10.7％となっており、2005 年
を境として富山県の医薬品生産額は高水準で推移していることがわかる（表 3-3; 図 3-4; 図
3-5; 図 3-6）。 
 人口 1 人当たりにおける都道府県別医薬品生産金額は、富山県が 68.7 万円と全国 1 位で
ある。2 位の徳島県の 31.7 万円と比較しても 37 万円の差があり、他の産地の追従を許さな
い。なお、全国平均は 5.4 万円である（図 3-3）。 
 
 
図 3-3 主要都道府県別医薬品生産金額（人口 1人当たり・2015年） 
出所：厚生労働省（2015）「平成 27 年 薬事工業生産動態統計年報」の数値データに基づ
きグラフを筆者作成（全国平均を入力した） 
 
富山県は国内の医薬品製造において大きな割合を占めている。2003 年から 2015 年まで



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































薬事工業生産動態統計年報によれば、医薬品生産額の推移は 2005 年 2,636 億円、そして
「薬事法」改正にともない 2006 年は 4,417 億円と前年比 1.7 倍と飛躍的に伸びていること
がわかる。内訳では、受託製造が 3 倍近く増加している。また、2015 年と 2005 年の伸び













































9）。2015 年の医薬品生産金額は埼玉県を抑え、富山県が 7,325 億円で全国 1 位となった。
2015 年度は 1,162 億円増加、前年比 119％であり 47 都道府県中最大である。 
 





2005 年以前と 2005 年薬事法改正以降の富山の企業・行政・市民の変化を表 3-4 に示す。 
 
表 3-4 2005年以前と以後の変化 



















2005年の医薬品生産額が 2,636億円で全国 8位 











































2003年 '04年 '05年 '06年 '07年 '08年 '09年 '10年 '11年 '12年 '13年 '14年 2015年
億円
10 年間で 2.8 倍に増加 
2005 年から 2006 年の
1 年間で 1.7 倍に増加 
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6 兆 9,874 億円で、前年度の 6 兆 7,791 億円と比較すると、2,083 億円（3.1%）の増加とな
っている。 
薬価基準改定が実施された年は減少する傾向がある。2010 年は薬価改定があり減少し、
2011 年は改定がなく増加となっている。なお、薬価基準改定は 2 年おきに実施されている。 




単位：百万円                              単位：百万円 
 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































薬価基準改定は、2002 年（-6.3%）、2004 年（-4.2%）、2006 年(-6.7%)、2008 年(-5.2%)、
2010 年(-5.75%)、2012 年(-6.0%)、2014 年(-2.65%)に実施された。特許権存続期間中の新
薬については、欧米ではほとんど下がらないが、日本では 2 年毎に薬価を見直す制度があ
り、薬価が下がり続けている。図 3-10 に見られるように、薬価基準改定が実施された年は、
















































































































全国配置用家庭薬の生産金額は、1999 年以降毎年下がり続け、1999 年から 2015 年の 16
年間で約 68％も減少している（図 3-12）。 
 
 


































1999 年から 2015 年までの 
16 年間で 68％減少 
63 
 
表 3-6 富山県医薬品製造販売業者等の現状 















2010 年度に全国 2 位から 4 位へ後退した原因については、富山県くすり政策課振興開発
班へヒアリングした結果、以下のような回答を得た（2012 年 5 月 30 日付 富山県知事政
策局広報課長）。 
 2010 年の医薬品生産金額が前年に比べ、減少した要因としては、 
  ①2 年に一度の薬価の改定による生産金額の減少 
  ②受託製造していた先発医薬品の特許切れなどに伴う受託製造の減少 
  ③新たな製造ラインへの切り替えのための生産調整による、製造量の減少 
  など、いくつかの要因が重なった一時的なものと考えている。 
 
GMP（Good Manufacturing Practice）は、1963 年に最初にアメリカで法制化された。
GMP とは「医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品質管理の基準に関する省令」である。
区分 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 推移
医薬品製造販売業者数 71 67 67 66 62 63 60 61 60 57
医薬品製造業者数 102 99 97 94 89 89 89 88 85 85 83 80
製造所数 117 114 122 114 111 112 112 111 108 108 105 102
医薬部外品製造販売業者数 45 44 43 43 35 35 39 39 40 38
医薬部外品製造業者数 46 47 52 55 51 51 43 40 43 43 43 42
医療機器製造販売業者数 10 9 9 9 11 10 9 8 9 10
医療機器製造業者数 22 20 21 22 20 21 24 27 28 31 31 31
64 
 
1968 年に WHO（世界保健機関）により GMP 制定が決定され、1969 年に各国に採用を勧
告した。その後、各国の事情や意見を踏まえた GMP を作成し、1975 年に再勧告をするに
至った。 
日本においては旧厚生省薬務局に「GMP 研究のためのプロジェクトチーム」が創設され、
1976 年 4 月の GMP の実施に向かって進められた。1975 年には各都道府県に「医薬品の製
造及び品質管理に関する基準実施細則」として通知された。GMP は 1976 年に行政指導を
し、1979 年 3 月までに実施という指導が行われた。 
医薬品製造には GMP 省令があり、GMP 適合は製造業の許可を得るために必要な要件で
あった。2005 年 4 月 1 日以降、GMP 適合が「医薬品製造販売承認」に必要となった。つ
まり GMP 不適合となると取引相手の製造販売業者が承認を取れず、販売できないというこ
とである。 




富山県の生産額内訳を 2005 年と比較すると、2006 年自社製造分は前年比▲20.2％の減
少に対し、受託製造額は 3 倍増（前年比 193.4％）と、いわゆる OEM2（original equipment 
manufacturer）が自社製造額を大幅に上回る状況となっている（表 3-7）。 
 















2005年 1,554 1,083 2,637
2006年 1,240 3,177 4,417
前年比（％） -20.2% 193.4% 67.5%
2007年 1,237 3,446 4,683




また医療医薬品の新薬開発は平均 9 年～17 年という長い年月と、費用は数 100 億円から
中には 1,000 億円以上の費用がかかる場合もある。しかし、新薬開発の成功率は 31,064 分






















































































































































































生産金額 自社製造額 委託製造額 受託製造金額
2005年 263,635,262 155,383,243 108,252,019 22,299,918
2006年 441,671,312 123,968,976 317,702,336 27,233,698
2007年 468,307,470 123,691,295 344,616,175 28,703,695
2008年 516,649,536 121,860,896 394,788,640 40,957,828
2009年 573,556,748 129,278,571 444,278,177 43,442,886
2010年 473,737,410 121,666,407 352,071,003 48,045,973
2011年 575,411,854 171,545,732 403,866,119 60,556,592
2012年 608,334,386 176,743,369 431,591,017 59,838,879
2013年 608,915,956 193,979,346 414,936,610 60,390,646
2014年 616,256,196 210,424,544 405,831,652 74,406,076



















































































図 3-15 富山県製造区分別医薬品生産金額の推移 

















































富山県内でも設備投資額は 2015年では 434.1億円、36件と大きく増大している（図 3-17）。 
医薬品生産金額 2015 年における自社製造と委託製造の割合を比較すると、1 位の富山と










図 3-17 によると、県内医薬品メーカーの設備投資額は、2003 年が 73 億円、2004 年が
138 億円、2005 年が 165.1 億円、2006 年が 25 億円、2007 年が 41.9 億円、2008 年が 214.5















































































































2005 年、2008 年、2011 年に設備投資額が大きく増加していることがわかる。 
これは、前述した受託生産に対応したものであり、2005 年には設備を揃え、生産が順調
に伸びてきた 2008 年には、さらに設備の拡充を行っている。2011 年の設備投資額は、過
去最高となる 351.6 億円となった。第１ファインケミカル高岡市に原薬工場（約 30 億円
超）、富山化学工業は研究棟（約 16 億円）の建設等 19 社 23 件、合計 199 億円の投資が完





2011 年度の富山県内製薬企業調査によれば、主要医薬品企業 33 社のアンケートにおい
て、受託生産を行う 25 社のうち、受託見通しが「拡大」「やや拡大」としたのは 72％の 18



















































2009 年 6 月 1 日の改正「薬事法」の完全施行および厚生労働省改正省令の施行により、
薬品の販売制度に大きな変更があった。  
登録販売者制度が創設され、第 1 類は薬剤師しか販売できない。医薬品リスク分類のう
ち医薬品１類は、薬剤師が情報提供し対面販売が義務化された。第 2 類・第 3 類は都道府








じている（表 3-10）。2009 年 6 月に改正「薬事法」の施行により薬品の販売制度が変わり、
登録販売者の指導管理のもとで経験を積めば、受験資格を得られることになった。富山にお
いても 2010 年に 1,222 名だった配置販売従事者数が 2011 年には 1,228 名と増加したよう
に見えるが、単純に配置販売従事者数が増加したとはいえない。配置販売従事者の許可は 6























年次 総数 対前年比 指数 全国比 総数 対前年比
2009 1,380 90.4% 100.0 5.8% 23,618 100.1%
2010 1,222 88.6% 88.6 5.4% 22,841 96.7%
2011 1,228 100.5% 89.0 5.6% 22,061 96.6%
2012 1,018 82.9% 73.8 5.0% 20,367 92.3%
2013 957 94.0% 69.3 4.9% 19,337 94.9%
2014 860 89.9% 62.3 4.7% 18,209 79.7%
2015 827 96.2% 59.9 4.7% 17,621 96.8%
富山県 全国
1980 '85 '89 '93 '98 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14
富山 5,442 4,669 4,096 3,452 2,734 2,176 1,951 1,864 1,707 1,634 1,527 1,380 1,222 1,228 1,018 957 860








































































































体的な事例としては「株式会社サプリ（以下、サプリ）」があげられる。1998 年 5 月、懸け
場 4,200 件を購入し富山県富山市に社員 4 名でサプリは創業した。きっかけは置き薬の持




特色としては、社員全員が登録販売者の資格を持っていることである。第 2 類・第 3 類の
医薬品販売を行っている。また製薬メーカーとタイアップして商品の開発を進めている。



























 北陸地域 4 県と全国の保険薬局におけるジェネリック医薬品の使用割合を以下にまとめ
た（表 3-11）。地域別のジェネリック医薬品の普及率は 2009 年調剤された処方箋が 49.6％
となり、全国平均を 5.6％上回った。その後も全国平均を大きく上回る状況が続いている。
北陸地域と比較しても、富山県がジェネリック医薬品の普及率が高いことが分かる。 
































筆者も 2012 年、2 日間にわたり、「2012 年度医療関係者に対するジェネリック医薬品普
及研修」に参加し、ダイトとテイカ製薬の 2 社の研修を受けた。GMP に基づいた、製造現
場の見学とジェネリック医薬品の承認申請・製造管理・品質管理法・情報提供・供給体制の
2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
2014年度
全国順位
全国平均 44.0% 47.7% 48.6% 52.6% 57.2% 61.4%
富山 49.6% 53.8% 54.7% 57.9% 62.0% 65.6% 10
新潟 45.3% 50.3% 51.1% 54.5% 59.5% 63.2% 23
石川 44.8% 48.5% 49.2% 53.0% 58.0% 63.6% 21














月現在、県内医薬品製造業者 60 社、医薬品卸売業者、医薬品関連企業等 46 社、組合・団





























富山県薬剤師会には約 1000 名の薬剤師と、約 360 ヶ所の調剤薬局がある。薬剤師の 70%
が調剤薬局、その他病院・公務員が 15%となっている。2010 年厚生労働省の「平成 22 年
医師・歯科医師・薬剤師調査の状況」によれば、医薬品製造業に勤務する薬剤師数は、全国
















































































































































































































































いる。2011 年の医薬品生産金額は 5,754 億円で全国 3 位となっている。人口一人当たりの
医薬品生産金額は、52.9 万円で全国 1 位となっている（全国平均は 5.5 万円）。2015 年に




















































































































































































● 第一ファインケミカル㈱ 高岡市 医薬品原薬，中間体
第一薬品工業㈱ 富山市 錠剤，顆粒剤，カプセル剤
大脇薬品工業㈱ 富山市 貼付剤，配置用医薬品






● 富山化学工業㈱ 富山市 抗生物質製剤，合成抗菌製剤
富山小林製薬㈱ 富山市 一般用医薬品，医薬部外品
内外薬品㈱ 富山市 一般用医薬品







































比率は全医療機関では 2004 年 4 月には 13.6％であったが、2010 年 8 月には 19.3％に伸び
た。調剤薬局でも 2004 年 4 月には 12.1％であったが、2010 年 8 月には 20.1％となった。
2010 年以降のデータはない。 
表 3-14 全採用医薬品品目数に対するジェネリック医薬品の品目数比率 
 2004.4.1 2006.10.1 2008.12.31 2010.8.31 
公的病院  5.5%  7.2%  9.0%  10.4%  
その他病院  18.2%  19.2%  24.2%  26.5%  
診療所  15.5%  16.2%  18.4%  20.8%  
医療機関計  13.6%  14.7%  17.3%  19.3%  




1965 年創業、資本金は 135 億 57 百万円、ジェネリック医薬品を主力としている。2011
年 3 月決算の売上高は 643 億円、2012 年 3 月決算は、777 億円と前年度比＋20.8％と高水
準で国内トップを維持している。2017 年 3 月期連結では資本金 199 億 7,230 万円、売上高




また、2012 年 3 月現在の正社員数は 824 人で、地域雇用の創出に貢献している。MR 数
は 260 人である。2017 年 3 月期では従業員数 1,438 名と増えている。事業内容は、医薬
品・医薬部外品・他各種薬品の製造販売輸出入を行っており、ジェネリック医薬品が 98％
を占める（2012 年筆者現地調査）。2012 年当時、受託製造は行っていなかったが、2014 年
9 月現在、先発医薬品の受託製造も行っている（2014 年筆者現地調査）。 
設備面でみると、医薬品の製造をしている第一工場（ペンタゴン棟）や、試験薬の製造を
























表 3-15  日医工株式会社 沿革 
1965 年 7 月 昭和 40 年。日本医薬品工業株式会社設立 
1967 年 6 月 富山市に製薬工場（錠・散剤）完成 
1980 年 7 月 名古屋証券取引所市場第二部に上場 
1981 年 11 月 大阪証券取引所市場第二部に上場 
1996 年 5 月 滑川市に改正 GMP 適合の新注射薬工場竣工 
2003 年 5 月 滑川市に「日医工物流センター」竣工 
2005 年 6 月 日本医薬品工業株式会社から日医工株式会社に商号変更 
2006 年 11 月 大阪証券取引所及び名古屋証券取引所一部銘柄に指定 
2010 年 2 月 滑川第一工場製造棟「Pentagon 棟」竣工 
2010 年 12 月 東京証券取引所市場第一部に上場 
2011 年 10 月 グローバル開発品質管理センター「Honeycomb（ハニカム）」棟竣工 
2011 年 12 月 大阪証券取引所及び名古屋証券取引所の上場廃止（東京証券取引所に一本
化） 
2012 年 10 月 「東京本社」を設置（富山・東京の 2 本社制） 
2013 年 9 月 BioLab 社（タイ）との業務提携 
2013 年 10 月 Binex 社（韓国）との資本提携に関する合意書締結 
2013 年 11 月 Hanoi Pharma 社（ベトナム）との業務提携 
2014 年 1 月 タイ現地法人「Nichi-Iko(Thailand) Co., Ltd.」設立 
アメリカ合衆国現地法人「NIXS Corporation」設立 
2015 年 7 月 Bangkok Lab and Cosmetic 社（タイ）との業務提携 
2016 年 8 月 Sagent Pharmaceuticals, Inc. を株式取得により完全子会社化 





































富山県薬事工業生産動態統計年報によれば、医薬品生産額は 2005 年 2,636 億円、そして
「薬事法」改正にともない 2006 年は 4,417 億円と前年比 1.7 倍と飛躍的に伸びていること
がわかる。内訳では、受託製造が 3 倍近く増加している。また、2015 年と 2005 年の伸び
88 
 
率を比較すると 2.8 倍であり、医薬品の生産金額が順調に伸びている（図 3-9）。2015 年の
医薬品生産金額は埼玉県を抑え、富山県が 7,325 億円で全国 1 位となった。 
配置薬（全国配置用家庭薬）の生産金額は 1999 年以降毎年下がり続け 2015 年の 16 年
間で約 68％も減少している。配置薬の生産高は 1995 年をピークとして今日まで毎年下降







④一人帳主7が 80％以上で後継者が不足している。平均年齢が 63～64 歳と高齢化に伴う
配置販売従事者の減少がある。1 日の懸け場8を廻る件数が減少し、懸け場一軒あたり
















3 企業など事業所への配置。2009 年 6 月 1 日以前は、認められていなかった。 
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第 4 章 調査研究方法 
 


















































第 3節 調査分析方法 
 リサーチクエスチョンに対して、以下の 3つの分析を通して考察する。 
① 富山の配置薬産業の分析（第 5章） 
② 産業集積の競争優位分析（第 6章） 

















表 4-1 ヒアリング調査概要 
調査年月日 調査対象 担当者 調査内容 
2010 年 










































































































































11 月 22 日 
富士製薬工業  
2015 年 






















































































































































































































































た。富山十万石の藩財政は苦しく、家臣の俸禄を除く実収入は 2 万 5 千石である。売薬株



























1861 年～1863年の十四代将軍徳川家茂の頃には売上げ 20万両、行商 2,200 人に達した
（富山県民会館,1986,p.91）。 
 






























































































表 5-1 北陸 3県の寺子屋の学習内容の比較 
 富山 石川 福井 
（読）の合計 67% 67% 88% 
（書）の合計 99% 88% 98% 






























因と考えられる（富山県,1987,pp.92-94; 植村,1959,p.67）（図 5-1; 図 5-2）。 
 


























































































































表 5-2 主な原材料 
輸入 栽培 動植物 
大黄（だいおう） 甘草（かんぞう） 麝香（じゃこう） 
丁子（ちょうじ） 黄今（おうごん） 熊胆（ゆうたん） 
竜脳（りゅのう） 木香（もっこう） 白丁香（はくちょうこう） 
胡黄連（こおうれん） 赤小豆（せきしょうず） 陳皮（ちんぴ） 



























































































富山市に送電を開始したのは 1899年 4月の家庭電灯用である。しかし、同 8月に発生した

















































表 5-4 産地の主要企業 


































































































































軒だけきちんと回商していた懸場帳は近年 10 文から 13 文が相場である。これは年間売上













表 5-5 売薬懸場買入証明書 
 配置先 岐阜市内 
 配置戸数 1,200 戸 
 年 2回廻り 年間 394万円 
 購入資金 15 文半 610万円 




 これは、1 年間の売上高 394 万円、15 文半は 1.55 倍をかけた買値が 610 万円という意
味である。「のれん代」の普通は 12文半くらいであり、15文半は最高クラスである。短期


















































の競争が著しくなり、1961年には 11,685人いた配置販売業者が 1996年には 3,046 人と約

































































池田薬品工業(株) ジャパンメディック(株) 中央薬品(株) ファーマパック(株)
救急薬品工業(株) 新新薬品工業(株) テイカ製薬(株) (株)富士薬品
キョーリンリメディオ㈱ 新生薬品株式会社 東亜薬品(株) 前田薬品工業㈱
源平製薬(株) 第一薬品工業(株) 東興薬品工業㈱ 明治製薬(株)
(株)広貫堂 大協薬品工業(株) 富山化学工業(株) 明治薬品(株)
金剛化学㈱ ダイト(株) 日東メディック(株) (有)薬師製薬












































































































である。2002 年の売上高は 3 億円である。2012 年 8 月時点での販売センターは 51 拠点
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表 6-2 製造品出荷額等の都道府県別順位及び主要産業の状況 
分類 富山 奈良 


















表 6-3 富山と奈良の配置薬と医薬品産業の特色 
 ※％は全国比 
 






出典 富山 奈良 全国
医薬品製造所数　総数 70（6.3%） 55（4.9%） 1,113
医薬品製造所数　受託 38（10.4%） 9（2.5%） 366
医薬品製造従業者数 8,254人（8.4%） 2,641人（2.6%） 101,171人
医薬品生産 自社製造 1,752億円（5.4%） 199億円（0.6%） 3兆2,466億円
医薬品生産 委託製造 3,440億円（19.5%） 161億円（0.9%） 1兆7,641億円
医薬品生産 受託製造 744億円（8.5%） 83億円（1.0%） 8,772億円
医薬品生産額 6163億円（9.4%） 400億円（0.6%） 6兆5,897億円
配置用家庭薬生産金額 101.9億円（%） 35.7億円（15.8%） 226.2億円
医薬品生産額に占める
配置用家庭薬生産金額の割合
配置販売業 159（2.5%） 148（2.3%） 6,469









表 6-4 富山と奈良の医薬品製造の発展と動向の比較 



































































良県は 32 位（520 億円）である。「平成 26 年薬事工業生産動態統計年報」での順位は 1 位
が埼玉県（6,417億円）、2位が富山県（6,163億円）、3位が大阪府（5,102億円）で奈良県
は 33 位（400 億円）であった。比較してみると、埼玉県は-7.8％、富山県は+1.2％、大阪
府は-4％、奈良県は-17.4％となっている。なお、1965年当時は富山県が全国 11位（57億
2,700万円）で、奈良県は 20位（20億 4,800万円）であった。「平成 27年薬事工業生産動
態統計年報」では 1位が富山県（7,325億円）、2位が埼玉県（6,041億円）と逆転している。
前年度比では富山県は＋18.9％、埼玉県は-5.9％。奈良県は 33 位で（476 億円）＋19.0％
である。全国での比率は富山県が 10.7％、奈良県は 0.7％にとどまっている。 
富山と奈良の医薬品生産金額の推移をまとめた図 6-1では、富山は 2005年を境として医
薬品生産金額が増大しているが、奈良は大幅な変化はみられない。「薬事法」改正があった
2005 年から 2006 年の富山の医薬品生産金額の変化率は、168％と前年を大幅に上回った。




































































富山の医薬品生産金額の内訳を分析した（表 6-5）。2005 年から 2006 年の自社生産の変化











医療用医薬品で著しく増加している（図 6-2，表 6-6）。 
 
 





































2005 年から 2014 年の 10 年間で、受託製造による用途別構成比率は、配置用が 2.0％か








 「薬事法」改正により 2009年 6月から OTC医薬品（一般用医薬品）が変わった。処方箋









全医薬品 医療用医薬品 一般用医薬品 配置用医薬品
2005年 22,666 20,529 1,726 411
2006年 26,517 22,550 3,065 902
2007年 28,524 22,831 5,110 582
2008年 40,958 33,035 7,021 902
2009年 43,443 35,677 6,778 988
2010年 48,046 38,480 8,534 1,032
2011年 60,557 48,532 10,717 1,308
2012年 59,839 47,845 10,750 1,244
2013年 60,391 47,279 11,878 1,234
2014年 74,406 59,654 13,407 1,344
2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年
配置用 2.0% 3.4% 2.0% 2.2% 2.3% 2.1% 2.2% 2.1% 2.0% 1.8%
一般用 8.0% 11.6% 17.9% 17.1% 15.6% 17.8% 17.7% 18.0% 19.7% 18.0%
医薬用 90.0% 85.0% 80.1% 80.7% 82.1% 80.1% 80.1% 80.0% 78.3% 80.2%
128 
 
 2014 年の医薬品生産金額に占める配置用意医薬品の占める割合が、奈良県は 7.4％と富
山県 1.7％に比べて割合が高いことが判明した。 




富山の 2015 年の都道府県別医薬品生産金額は 7,325 億 4,400 万円と全国 1 位であり、全
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株式会社広貫堂 ISO9001-2000 認証取得 
マルコ九州薬品販売株式会社を広貫堂薬品販売株式会社の子会社として設立 
株式会社 HBCを日本薬剤株式会社の子会社として設立 









 広貫堂の設立を契機として、富山では 1877 年～1886 年に 7 社、1897 年～1906 年には
20 社と、製薬企業の設立が活発に進められた。この中にあって広貫堂は、1908 年には生産













に適合した新工場が 2010 年 9 月に完成した。2012 年当時は主たる大手取引先 1 社で受託
製造の 90％近くを占めていたが、その後一社のみから取引先を広げ、2014 年時点の主要取
引先は武田薬品工業、塩野義製薬、ライオン、クラシエ薬品、ツムラ、エーザイなど増加し
た。2016 年 6 月現在は、武田薬品工業、塩野義製薬、エーザイ 3 社が主たる取引先となっ
ている。 
2016 年 3 月現在、正社員は 411 名、純売上高は 135 億 8,800 万円、その内受託事業は 30
億 6,600 万円で、受託比率は 22.6％と前年同期に比べ 1 億 6,474 万円（5.67％）増加した
（2012 年 3 月度連結決算）。2016 年の受託は OTC が 35％、医療用医薬品が 65％（約 30~35
億円）となった。2017 年は 174 億 7,223 万円（2017 年 3 月度連結決算）である。医療用
の占める割合の約 3 分の 1 の 10 億円程度が武田薬品工業である。医薬品の OEM 受託事業
において、医療用医薬品の受託品目拡大と OEM 生産の受注量が増加している。取引先も毎
年増加し、さらに委受託先も増加していのである（表 7-2、図 7-3）。 
 
表 7-2 企業概要 
従業員数 411 名（2017 年 3 月期） 広貫堂グループ全体 723 名（2017 年 3 月
期） 
離職率 4%弱 
資本金 21 億 4,500 万円 
売上高 155 億 6,167 万円（2016 年 3 月度連結決算） 
受託事業 46 億 4,761 万円（2017 年 3 月度連結決算）前年度に比べ、10 億 6,948
万円（29.9%）増加  
出所：現地ヒアリング調査（2016 年 7 月 20 日）に基づき表を筆者作成（従業員数は最新
データーに更新した） 










































































































































































































































































































































































































































































































医療用医薬品の受託品目が拡大となり OEM 生産の受注量は増加した。2011 年時点での





















しかし、2011 年 3 月に東日本大震災があり、医薬品の欠品が相次いだのである。特に一






























































































 広貫堂は 1995 年に 12 億 1,000 万円を投資し本社工場を新設、1996 年には 46 億 2,600
万円を投資しエキス工場を改造、2003 年には 22 億 2,800 万円を投資し滑川工場を新設、
2004 年には 12 億 5,300 万円を投資し日薬メディ、薬販沖縄を子会社化、2007 年には 2 億
4,300 万円を投資し呉羽工場を新設、2014 年には 59 億 6,100 万円、2015 年には 4 億 300
万円を投資し顆粒剤製造設備増設を行っている。 
 




 2005 年以前は大手製薬メーカー1 社で受託の 80％以上を占めていたが、2011 年の東日
本大震災を契機として、受託メーカー数、受託品目数が増大し、医薬品 OEM は 2008 年よ
りメーカーが 8 社と増え、OEM の品目は 18 品目と増加した。ジェネリック医薬品の受託
機関も 33 社となり 3 倍に増え、売り上げも急激に増加した（図 7-4～7-11）。 
 
 




図 7-5 医薬品製造受託機関（CMO）受託品目数 
出所：広貫堂企業資料を基づきグラフを筆者作成 
2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 2014
ETC
（医療用医薬品）
2 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 3 3 3
OTC
（一般用医薬品）













2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 2014
ETC
（医療用医薬品）
5 8 8 9 9 8 8 8 10 10 11 15 16 19
OTC
（一般用医薬品）



















図 7-7 医薬品製造受託機関（CMO）（ジェネリック） 
出所：広貫堂企業資料に基づきグラフを筆者作成 
2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 2014
OEMメーカー数 0 0 0 0 0 0 0 8 6 8 6 7 6 4



























2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 2014
GE受託メーカー数 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 3 3 2 3
































図 7-9 医薬品製造受託機関（CMO）受託メーカー数 
出所：広貫堂企業資料に基づきグラフを筆者作成 
 
2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 2014











2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 2014



















図 7-11 売上金額 
出所：広貫堂企業資料に基づきグラフを筆者作成 
2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 2014
OTC向け 126 114 104 117 115 114 107 123 117 113 125 148 164 155
配置向け 219 204 390 413 413 386 379 360 367 348 342 348 309 299













2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 2014
CMOのみ 698 979 1,246 1,756 2,156 2,409 2,911 3,551 2,931 2,901 3,066 3,229 3,641 4,308


































「パナワン」と「エッセン」の 2 ブランドである。 















表 7-3 2005年「薬事法」改正以前および以後と特長 
2005 年以前 配置用医薬品の製造販売 
OTC 医薬品（薬局向け）を中心に製造 
1998 年から受託生産に着手。薬事法改正 7 年前に先見の明 
2005 年以後 受託ビジネスを経営の柱として積極的に推進 




リーディングカンパニー。「信用の 3 本柱（商い・薬・人）」 
医療用医薬品・OEM 生産・配置卸販売業。海外配置薬ビジネスモデル（韓
国・台湾・香港・シンガポール・タイ・ベトナム）に展開 




広貫堂薬品販売株式会社（以下、広貫堂薬品販売）は、2006 年 4 月に設立されている。




















































































































































































































































































































































































































































































































































































図 7-12 広貫堂薬品販売（直販）の売上金額及び配置員数の推移  
出所：広貫堂執行役員へのヒアリング・企業資料に基づき筆者作成、後に 2016 年を加筆 
 
先用後利の売薬システムである。猛暑という気候条件もあり、基幹商品である 100 円ドリ













2011 年以降大企業の OEM・ジェネリックを受託し、互いに住み分けが行われている。 
経営革新等の営業戦略については、現行の配置販売業の定期訪問という特性を活かし、顧
客の生活支援、見守り、生活必需品の宅配サービス機能をあらたに追加する。また、地域包
2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
売上 1,735,700 1,801,589 1,828,424 1,901,045 1,937,336 2,005,396 1,958,243 1,721,701 1,611,346 1,511,887


































⑦懸場帳の売買例   
2016 年度、同一の帳主から地区別で、以下の懸場を購入した。4 月に茨城県牛久市周辺
127 件（直近 1 年の入替集金額×1.1 倍＝50 万円）、6 月に福島県福島市周辺 327 件（直近
1 年間入替集金額×1.2 倍＝180 万円）、7 月に茨城県水戸市周辺 180 件（直近 1 年間入替集



































以上）、海外企業との M&A 積極的検討、海外からの人材発掘と確保）」をあげている（図 7-
13）。 
 
図 7-13 広貫堂グループ流通別売上推移 
出所：広貫堂社長・CMO 執行役員へのヒアリング・企業資料に基づき筆者作成、後に 2017 年
分を追記 
2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
その他部門 534 480 547 444 307 176 197 428 439 694
グローバル 18 31 23 52 130 133 609 675 1,687 1,761
OCM 3,551 2,931 2,901 3,066 3,229 3,641 4,307 3,578 4,203 5,499
OTC 2,879 3,400 3,974 4,227 4,460 4,880 4,885 5,539 5,550 5,766
配置直販部門 2,172 2,210 2,245 2,209 2,225 2,170 1,933 1,908 1,820 1,845





























 1942 年 5 月に、国策により富山県内 11 社を企業合同し､｢富山県統制製薬株式会社｣を創
立したのが始まりである。1944 年 4 月には、現商号の第一薬品工業株式会社（以下、第一
薬品工業）に改称されている。その後の沿革については、表 7-5に示したとおりである。 
 
表 7-5 企業沿革 
1942 年  5 月 
 
1944 年  4 月 
1955 年 12 月 
1969 年 11 月 
1980 年 10 月 
1986 年  8 月 
1995 年  4 月 
2001 年  6 月 
2002 年 12 月 
2006 年  5 月 
2009 年  4 月 
富山市砂町 12 番地に当時の国策により県内 11 社を企業合同し､｢富
山県統制製薬株式会社｣を創立 
現商号｢第一薬品工業株式会社｣に改称 



















提案型などの薬局薬店向け医薬品である OTC に注力している。OTC は直販せず大手製薬
会社が販売を行っている。経営の柱は OEM と配置薬製造の 2 本である。OTC の受託製造
は行っているが、医療用医薬品の自社製造及びジェネリック医薬品製造は行っていない。配
置薬は 60～70％が自社製品で、30～40％が他社製品である。 









表 7-6 企業概要 
従業員数 154 名（2017 年 3 月期） 
離職率 2011 年度は 0％（全体に毎年離職率は 1％～2％） 
資本金 1 億 6,000 万円 
売上高 37 億 7,200 万円（2017 年 3 月期） 
事業比率 配置薬事業 50％、OTC45％、受託 5％ 




配置用医薬品 60 品目を製造している。OTC 医薬品は、現在は受託で製造しており、52
品目である。配置薬の製造をしている事例企業の中では比率が高い。 
研究開発した製剤と大手製薬メーカーのブランドで販売している提案型OTCを行ってい



















図 7-14 第一薬品工業の医薬品受託製造のプロセス 
出所：第一薬品工業企業資料に基づき図を筆者作成（機密保持契約書の締結を強調した） 
 
表 7-7 2005年「薬事法」改正以前と以後の特長 
2005 年以前 配置用医薬品の製造販売 
受託製造 
自社製造の配置薬産業が低迷 







製造販売権を保有（エーザイのチョコラ BB ドリンクシリーズ 1990 年～） 




 1945 年 6 月、第一薬品化成株式会社と株式会社帝国水産加工研究所の合併により、帝国
化成株式会社を創立したのが始まりである。1974 年には、現商号のテイカ製薬株式会社（以
下、テイカ製薬）に改称されている。 



















































































表 7-8 企業沿革 
1945 年 6 月 
 
 
1949 年 9 月 
1959 年 2 月 
1961 年 1 月 
 
1966 年 12 月 
1967 年 4 月 
1968 年 12 月 
1974 年 5 月 
1975 年 12 月 
1979 年 3 月 
1983 年 4 月 
1983 年 5 月 
1987 年 5 月 
1987 年 7 月 
1988 年 6 月 
1990 年 3 月 
1990 年 12 月 
1991 年 12 月 
1992 年 6 月 
1993 年 12 月 
1994 年 3 月 
1996 年 3 月 
1996 年 4 月 
1997 年 8 月 
1997 年 10 月 
 
1998 年 12 月 
1999 年 8 月 
1999 年 12 月 
2000 年 6 月 
2000 年 7 月 
 
第一薬品化成株式会社と株式会社帝国水産加工研究所の合併により帝国
化成株式会社を創立（資本金 75 万円） 
肝油糖衣錠「コンビター」を荒川長太郎合名会社より発売  
胃腸・肝臓強化剤「タントーゼ錠」を藤沢薬品工業株式会社より発売 
ビタミン A 配合「テイカ目薬」発売 





























医療用角膜治療剤「アイケア 0.1」を発売  
150 
 
2001 年 7 月 
2004 年 3 月 
2002 年 10 月 
 
2003 年 8 月 
 
2004 年 4 月 
2005 年 2 月 
2010 年 3 月 
2012 年 2 月 






















表 7-9 企業概要 
従業員数 375 名 (2017 年 3 月期)、平均年齢 38 歳 
離職率 1％（ただし、育休終了後に復帰する社員が多い） 
資本金 1 億円 
売上高 99 億 4,600 万円  (2017 年 3 月期) 
事業比率 OEM が 92％、自社製造が 8％で、医薬品製造販売、貼付剤、軟膏剤、点
眼薬、内服固形剤、外用液剤、内服剤の製造販売を中心で、点眼薬、貼付
剤に特化した事業展開 


















の製造販売を行っている。品数 400 品目の内、360 品目を製造している。配置薬は 40 品目
を生産している。 




表 7-10 2005年薬事法改正以前と以後の特長 
2005 年以前 医療用医薬品・配置用医薬品の製造販売 
OTC 医薬品の製造販売 
受託製造 



































































高薬理 R＆D センターを新設 





















30 件増えている（表 7-12）。 
 
表 7-12 企業概要 
従業員数 586 名（2016 年 5 月末）平均年齢 36.5 歳 
離職率 回答なし 
資本金 43 億 6,777 万円 
売上高 362 億 2,986 万円（2016 年 5 月期） 
事業比率 医薬品原料・医療用医薬品・OTC 薬・配置薬の製造販売で、生産金額に対
する受託率の割合は 80％を超え、売上高の 17～18％ 
国内医薬品企業の 90％が顧客 






品受託製造である。生産品目は、原薬 71 品目（輸入 17）、製剤・医療用医薬品 187 品目（受
託 129 の内ジェネリック医薬品は 60 品目）、一般用医薬品 54 品目（受託 26 品目）、配置
用医薬品 15 品目（受託 3 品目）である。錠剤は 36 億錠（年）、細粒・顆粒剤 900t（年）
（通常日勤体制の場合）で、生産金額に対する受託率の割合は 80%を超えている。売上高















































































表 7-13 2005年薬事法改正以前と以後の特長 
2005 年以前 配置用医薬品の製造販売 
医薬品原料の販売 





特長 事例 5 社のうちで最も新しい企業 
原薬から製剤、販売まで行う。配置薬も製造 
国内医薬品メーカーの 90%が顧客 







企業沿革は、表 7-14 のとおりである。 
 
表 7-14 企業沿革 
1902 年 12 月 
1925 年 12 月 
 
 
1958 年 5 月 
1963 年 4 月 
 
1966 年 9 月 
 
1969 年 2 月 
1972 年 6 月 
1972 年 12 月 
1989 年 4 月 
 
1991 年 1 月 
1992 年 2 月 






















1994 年 9 月 
1995 年 2 月 
 
 
1996 年 6 月 
 
1997 年 1 月 
1997 年 5 月 
 
 
1998 年 4 月 
 
1998 年 11 月 
2000 年 2 月 
2000 年 5 月 
2001 年 3 月 
2002 年 9 月 
2003 年 6 月 
2004 年 4 月 
 
2007 年 12 月 
2009 年 9 月 
2018 年 4 月 
法人配置販売会社向けの「ケロリン錠」の販売を開始する 
「ケロリン散剤」の分包を慣れ親しまれた薬包紙から 4 方シールに切


























品の製造販売として配置薬ルートから OTC へ販路を広げるため、OTC のサクロンチュア











表 7-15 企業概要 
従業員数 70 名（2016 年 3 月） 
離職率 回答なし 
資本金 5,000 万円 
売上高 13 億 6,800 万円（2016 年 3 月） 
事業比率 受託製造、ジェネリックは行っていない 






療用医薬品は製造していない。他の事例 4 社のように受託製造はしていない。2005 年以前
は配置薬から OTC へと販路を広げていたが、2005 年以降はエーザイとの受託製造を中止








表 7-16 2005年薬事法改正以前と以後の特長 
2005 年以前 配置用医薬品の製造販売 
OTC のサクロンチュアブル（水なしで飲める薬）を開発 
配置薬ルートから OTC へ販路を広げた 
2005 年以後 自社のダイアフラジン A 軟膏を他社へ製造委託 
エーザイとの受託製造を中止 
特長 クチコミ戦略によるブランドの確立。ダイアフラジン A 軟膏を薬剤師に
説明し、高評価を得た。オリジナリティのある宣伝効果（ケロリン桶）。 
OTC・配置用医薬品向けの商品開発 
知名度の高いケロリンとダイアフラジン A 軟膏を経営の柱 
医療用医薬品は取扱なし 
研究・製造・販売までを 3 つの柱としている 





































1673 年 米田家の先祖が高野街道沿いの旅館に三光丸を置き、販売を行なう 







1897 年 三光団社が結成され、全国的に新規得意開拓を進める 






1914 年 五角形の薬包紙を実用新案登録する 
1947 年 法人化し、株式会社三光丸本店となる 
1957 年 自動包装機による包装を開始し、生産性と品質が向上する 
1965 年 米田徳七郎舜亮(現シニアアドバイザー)が、取締役社長に就任 
1985 年 配置販売員養成組織、株式会社三光丸配置研修部が発足 
1992 年 センブリのエキス化生産プラント完成し、自社で原料の完全加工が始まる 
1999 年 三光丸クスリ資料館開設 同盟会 100 周年記念式典開催 
2006 年 さらなる品質向上のため三光丸のパッケージを一新、新充填・包装ライン稼働開始 
2012 年 株式会社三光丸配置研修部と資本増強のため合併し、株式会社三光丸となる 
2014 年 米田豊高が、取締役社長に就任 








約 2 万㎡の敷地にはくすりの資料館もある。 
奈良は日本最古の朝廷が置かれた土地である。前述したように、薬との関わりが古く、奈













表 7-18 企業概要 
従業員数 105 名（2017 年 9 月現在） 
離職率 回答なし 
資本金 4,800 万円 
売上高 9 億 4,400 万円（2013 年 9 月期実績） 
事業比率 健胃薬「三光丸」の製造・販売、健康食品の販売 












例えば、三光丸 1 箱 6 包入り 750 円である。成人は 1 回量 30 粒（1 包）、1 日 3 回用つ
まり 2 日分である（表 7-19）。 
 
表 7-19 三光丸の成分 
成分・分量について（1 日量 90 粒） 























































































3 月、GMP 基準適合新工場完成 
FDA 査察に合格（内服固形剤）。12 月 ISO14001 認証取得 
FDA 定期査察に合格 
FDA 定期査察に合格。12 月 ISO14001 認証取得。 
橿原球場ネーミングライツ契約締結「佐藤薬品スタジアム」 
4 階棟増設、延床面積 22.782 ㎡とする 
事業所内託児所「Sato にこにこ園」開所 
造粒棟増設。延床面積 25,487 ㎡とする 
高速包装ライン導入 
野球部第 20 回西日本軟式野球選手権大会で優勝（3 連覇） 









2015 年 4 月 1 日現在、自社医薬品製造承認許可品目数が 157 品目（医療用 5 品目、一般




受託品は全体の 70.8％、自社製品は 29.2％である。OTC用医薬品は全体の 40.3％、小分
けが（バルク製品）4.7％、配置用は自社製品が 1.5％、受託品が 0.1％である。 
2013 年 12 月事業所内託児所「Sato にこにこ園」を開所し、女性の活躍できる働きやす
い職場を目指している（表 7-21、表 7-22）。 
 
表 7-21 企業概要 
従業員数 569 名（2018 年 4 月 1 日現在） 
離職率 2% 
資本金 3 億円 
売上高 98.49 億円（2018 年 3 月） 




表 7-22 売上構成 
 自社品 受託品 計 
医療用 2.9％ 50.5％ 53.4％ 
OTC 23.2％ 17.1％ 40.3％ 
配置用 1.5％ 0.1％ 1.6％ 
その他 1.6％ 3.1％ 4.7％ 

















 2018 年 3 月、長年にわたる製剤技術で顧客から高い信頼を得て、大手製薬企業を中心
に 63 社から約 180 品目の医薬品を受託製造している。さらに大手製薬企業の製品も製造




















表 7-23 企業沿革 
1934 年 亜細亜薬品商行を田村信一が個人創業亜細亜薬品商行を田村信一が個人創業  
1938 年 散薬「ツーシン」の製造開始散薬「ツーシン」の製造開始 
1941 年 株式会社亜細亜薬品商行を創立 
1948 年 田村薬品工業株式会社を設立 
1954 年 配置業界初の錠剤「六光」及び糖衣錠「プリドミン」を発売 
1955 年  「赤セメン菓子 S」「緑のツーシン」を発売 
1962 年 業界初の合成樹脂アンプルを開発し、「イソビタン内服液」を発売 
1963 年 本社を大阪市中央区道修町に移転 大阪営業所開設 









































































































1968 年 フランチャイズ組織を確立し、第 1 号九州田村薬品株式会社が誕生 
1969 年 奈良工場が御所市西寺田に完成 
1970 年 栄養剤「タフボン」を製造、OTC 市場への進出開始 
1975 年 OEM 製品として「セパホルン Z」を受託製造 
1979 年 GMP 工場完成 
1980 年 田村薬草園を開園、各種薬草薬木の栽培を開始 
1986 年 GMP 工場 第 2 期工事完成 GMP 工場第 2 期工事完成 
1987 年 富山営業所開設、田村信一厚生大臣（現 厚生労働大臣）表彰受賞 
1988 年 三共株式会社「リゲイン」を OEM 受託製造 
1989 年 田村恵昭社長、田村信一会長就任、田村信一会長逝去、勲六等単光旭日章を授与 
1990 年 厚生省（現 厚生労働省）認可 ティー・エム配置協同組合を設立 
1992 年 東京営業所開設 
1994 年 自動倉庫、多目的ホール完成 
1995 年 大阪東税務署より優良申告法人表敬状、以降現在まで優良申告法人継続 
2004 年 GMP 工場第 3 期工事完成 
2007 年 株式会社植物ハイテック研究所との業務提携の基本合意を締結 
2008 年 「農商工連携」第 1 号認定を受ける 
2009 年 オーストラリア保健省 薬品・医薬品行政局 GMP 認定（TGA）取得 
2010 年 鳩山内閣総理大臣 奈良工場見学、食品衛生優良施設 厚生労働大臣表彰を受賞 
2013 年 ホシエヌ製薬株式会社 100％子会社としてグループ企業化 











表 7-24 企業概要 
従業員数 360 名（2018 年） 
離職率 回答なし 
資本金 6,000 万円 
売上高 77 億円（2017 年 12 月） 
事業比率 自社製造 35%（ドリンク剤・風邪薬）、OEM 65%  








第 5節 小括 
（1）2005年以前と以降の富山県の配置薬 5社の形態比較 











形態 会社名 広貫堂 第一薬品 テイカ ダイト 内外薬品
2005年以前 ○ ○ ○ ○ ○
2005年以降 ○ ○ ○ ○ ○
2005年以前 ○ × ○ × ×
2005年以降 ○ × ○ ○ ×
2005年以前 ○ ○ ○ ○ ○








医薬品受託製造については、2005 年以前と以降は、佐藤薬品工業のみが GMP に合格した
実績を持ち、OEMによる医薬品受託製造をしている。OTCについては、三光丸は 2005年以前
と以降もしていない。三光丸の製造と配置薬によりブランド化している。佐藤薬品工業と田





















形態 会社名 三光丸 佐藤薬品工業 田村薬品工業
2005年以前 ○ ○ ○
2005年以降 ○ ○ ○
2005年以前 × ○ ×
2005年以降 × ○ ○
2005年以前 × ○ ○

























2011 年の東日本大震災により、欠品による医薬品不足に陥った。医薬品製造が 1 か所に
集中していたために起こった事態である。工場被災から甲状腺機能低下治療薬「チラージン
S錠（一般名・レボチロキシンプトリウム水和物）あすか製薬／武田薬品」の供給不足が問
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ングにおいては、すべての平均点がランキング 1 位であった。 
共働き率も高い。富山県の共働き率は 54.7%と全国 5 位であり、共働きができる環境で
あることも裏付けられる。一般世帯の家族型で見ると、「単独世帯」の割合が全国で 44 位と



































国のそろばん教室 6,753 軒で、人口 10 万人あたり 5.31 軒である。全国で最もそろばん教
室が多いのは富山県で 20.84 軒、全国平均の 3.9 倍であり、偏差値も 94.92 と飛びぬけてい
る。今日でも寺子屋教育の流れが脈々と生きている。 











































































































試験を行っている。2015 年度の富山県の医薬品生産金額は 7,325 億円（全国 1 位）、奈良県








































2006 年 2 月より検討準備委員会設置、2007 年 9 月「とやまのくすり情報ライブラリー」









2006 年 11 月 JAPIC から富山県限定で、JAPIC 会員となった NPO 法人を介して県内製
薬企業に情報を提供することの承諾が得られた。著作権処理については「とみネット」が集
学術著作権協会と契約を交わした。そして 2008 年 4 月県内製薬企業 43 社が参加し「とや
まのくすり情報ライブラリー」が始動した。この事業は、参加製薬企業の費用負担により運
営されている。なお、2017 年 1 月 1 日現在、会員企業は 31 社である。 






















































地域別に比較すると、基本料金が最も安いのは北陸電力の 1KW あたり月額 1,512 円で、
最も高い北海道電力の 1,944 円より 432 円も安く、その差は 1.3 倍である。一方で使用量
に応じて課金する電力量料金の単価では、東京電力が高い。年間を通じて全国で最も高く、





















富山県は地価も安く、2017 年の全国地下公示価格平均によると東京の約 20％の 45,928
円/㎡である。土地代が安いことも、企業誘致の大きな利点となっている。しかも、新幹線








今後 30 年以内に富山市で震度 6 以上の地震が発生する確率は 11.1%とされている。これ





















































































図 8-3 富山の医薬品産業の立地の競争優位分析 














































富山県の医薬品生産高は 2005 年 2,636 億円（全国 8 位）から 2015 年 7,325 億円（全国
1 位）と 10 年間で 2.8 倍の急成長をしている。ジェネリック医薬品・配置薬・受託による
OME 型・新薬開発型・特許剤形など 100 を超える工場と、容器・包装・印刷等の関連産業
が集積している。富山地域は医薬品産業の集積といえる。 
「くすりの富山」を支える組織として、全国でも唯一、県立の薬事専門研究所「富山県薬
事研究所」がある。2018 年 4 月に「薬事統合研究開発センター」へと改組した。経鼻ワク
チン用の、ワクチンの効果の免疫増強剤の、画期的なアジュバント（Adjuvant）も開発し
ている。製剤開発・創薬研究支援ラボ（2015 年 3 月開設）により、中小医薬品企業にはな
































内部環境の変化要因としては、売薬の高齢化（平均年齢 63～64 歳）、1 日の訪問件数の減
少（15 件平均から 8 件平均へ）、一人あたりの顧客からの一日の平均収入の低下（15,000 円
から 7～8,000 円）、後継者不足・事業継承問題があった。配置販売従事者数のピーク時は






















図 8-4 SECIモデルで見た 2005年以前の知識創造 










図 8-5 SECIモデルで見た 2005年以後の知識創造 
出所：野中（1996）の SECI モデルを基に図を筆者作成 
 















2005 年以前は、配置薬産業と売薬と顧客の中だけで SECI モデルが回っていた。2005 年
































































① 富山の配置薬産業の分析（第 5章） 
② 産業集積の競争優位分析（第 6章） 
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